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第1章はじめに

　　　　我々の住生活や住生活環境は，高齢化社会の到来と共

　　 &#160; に急速な変化を起こすものと予想される。従ってこれか

　　　らの住宅政策の内容もまた大きな質的転換が求められる

　　　ものと考えられる。高齢化社会は，全ての人々が確実に

　　　高齢期に遭遇することを意味している。それは自らが高

　　　齢化の当時者の側になるか，若しくは高齢化した老親を

　　　かかえる側になるかを避けがたい立場として問われる社

　　　会の到来を意味している。その際，老親と世帯形成した

　　　子供達の世帯が，好ましい住生活を選択できるためには，

　　　住宅政策は何を準備することが求められているのであろ

　　　うか？これからの住宅政策は，これまでのように単に構

　　　築物としての「家」を供給するだけでなく、そこに居住

　　　する人々の「住生活」や「家族生活」の良好な発展を保

　　　障してゆく義務も生じてくるものと思われる。とすれば，

　　　高齢化社会の住宅政策が追求すべき課題も，高齢者を含

　　　む家族の住生活の向上という目標に対してどのような視

　　　点に立った公的支援・介入が必要なのかを，理念として

　　　明らかにすることではないだろうか。

　　　　本研究は以上のような観点から，高齢化社会の住宅政

　　　策のあり方を考えるにあたって，政策が基本的に持つべ

　　　き理念・視点が一体どのようなものであらねばならない

かを整理することを目的として実施したものである。

　即ち，高齢化社会において，住宅需要者の選択する老一

親と子供夫婦の住み分けがどのようなものであれ，それ

を好ましい住生活や家族生活の基盤とするために，住宅

政策がカバーすべき課題を明らかにしようとしている。

2ケ年に亘る本研究の前年の研究では，高齢者の住生活

がもつ特性を明らかにするため，現在同居中の世帯や別

居中の世帯を対象にして実態把握を試みた。後半の本年

度研究では，それらの特性のより詳細な背景分析と結果

の客観化を試み，今後の住宅政策にフィードバックすべ

き課題を抽出することとした。本研究の到達点として次

の3点が指摘できる。第1点は，同居や別居という住生

活形態（住み分け方）の選択は，結局のところ老親と子

供達の世帯との家族的交流をどのように成立させている

のか，また居住地での隣人との交流がどのように確立し

ているかによって，その機能が決定的に異ったものに

なっていることを指摘しえたことにある。第2点は，そ

のうえに立って，居住者が通俗的に好ましいと判断して

きた老親と子夫婦の住み分けの基準や意識を大胆に変革

してゆく必要のあることを指摘しえたことにある。更に

第3点は，そのことの具体化に向けて，住宅計画や住宅

政策領域において，家族・隣人の人的交流を可能にしう

るような，平面計画基準や居住地計画基準を確立するこ

との必要1生を，高齢化社会の住宅政策の基本的課題とし

て示しえたこと等である。

ノ＼旧」 t＝ヒモ訂瞠』
の　課　題

高齢考・家族
・隣人・知人 生活観・家族観
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立地
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図1－1　研究のフレーム

－209－



第2章　高齢化問題の世代別意識特性

　高齢化現象が進行する中で人々の住生活面に生じる問

題が，世代や家族形態の違いといった立場の相違によっ

て，どのように異なる受けとめ方をされているのかを明

らかにしておこう。社会構造の高齢化によって生じる

種々の住生活の問題に対して，住宅政策や社会政策が効

果的な支援をさしのべてゆくためには，国民各層の幅広

い合意がぜひとも必要となることは言うまでもない。こ

のためには，国民の1人1人の間に，高齢化における住

まいの問題の受けとめ方にどのような違いが存在してい

るのかを明確にしておくことが必要であると思われる。

本研究ではこの点に関して，老親・子夫婦・未婚の青年

屑に対して，ほぼ共通した項目で，高齢化に関連する典

型的意識志向を把握してみた。

2－1　親子の同居意識

　高肺化社会にあって，老親と世帯形成した子供夫婦が

同居すべきか別居すべきかは，最も基本的な住み分けの

選択となっている。しかしそのことに関する志向は現在

の年代や立場によって大きく異なったものとなってい

る。

　例えば同じく老親であっても，現に3世代同居中の老

親は同居志向率が8割強と強いが，現に別居中の老親は

別居志向は6割弱に達している。このことは同居観が老

親の場合，現在の存在形態に大きく規定されていること

を示している。しかし子夫婦側は，現在の居住形態にか

かわらず，別居志向が7割に達し，同居志向が大きく後

退している。また未婚の青年の場合，性差による志向の

違いが大きく，男子では同居志向と別居志向が均衡して

いるが，女子では別居志向が7割と高い。

　このことから現在同居観をめぐる問題として，3世代

同居世帯における老親側と子夫婦側の意識には大きなズ

レの存在していることが指摘できる。また子夫婦側の意

識が妻の回答に基づいているため，青年層の意識特性と

もあわせて女性の側には，別居志向が世代や立場を超え

て根強いことが指摘できる。

2－2　老親の扶養観

　今日の社会環境では，老親との同居はそのまま経済的

扶養をも意味る場合が多い。このため住み方としての

同居論と経済的支援としての扶養論が混乱して論じられ

評価される場合も多い。そしてこの扶養義務に関する意

識も，世代や立場によって大きなズレの存在することが

認められる。例えば3世代同居中の老親の場合，親の扶

養義務は長男にあるとする長子相続的志向が4割を占め

根強い意識特性となっている。これに対して，3世代同

居のもう一方の当時者である子夫婦側は，子供達が皆で

3世代

別　居

男　子

女　子

　　表1－1　調査対象一覧表

11〕配票・回収状況

A配票数B回収数C有効数有効回収率（C／幻
調査方法

3世代同居
1老親　面　示170　面　示170　苗　示ユ7⑪　％100．0ヒヤリング前年度研究
2摘 126 76 72 57．1直接配票郵送回収

別居 3老親113 113 113 100．0直接配票直接回収

本年度研究3世代同居4老親208 208 175 84．1〃

別居 5老親212 212 165 77．8〃

別居6子夫婦100 85 85 85．0〃
7学生甥132 132 132 100．01’

そ、の他
未婚者

8学生汝300 300 300 100－O’’
9単身者116 116 116 10αO 〃

12〕調査時期・調査対象

調査時期 調　査　対　象

1～3S．56年7～8月大阪府池田市立敬老会館大阪府箕面市立老人セソター

4～5S．58年9月財団法人兵庫県高齢者生きがい創造協会　’Iいなみの学園”

6 S．54年7～8月大阪府千里NT公団賃貸住宅居住考

7 S．57年12月阪神間私立4年制大学生

8 S．57年6～7月阪神閻私立女子短大生

9 S．58年6月大阪府下在住の単身居住者

く老親〉　　　　　　　　　　　　＜子夫婦〉050100％050

＜未婚老＞

a　　　　　　　b

100％

O 50 100％

52．4 47．6 a 老親と子夫婦は同居
凡 すべき
例 b 老親と子夫婦は別居

32．2 71．8 すべき

a b

図2’1　親子の同居意識

0　　　　　　　　　　　50 100％
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41．8 24．714．714．7

8．3 61．1 22．24．

長女 子供たち　家をつぐ皆　　　■＾その
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＾
長男

0　　　　　　　　　　　50

イl　lll；1； 46．2

49．3

100％
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同居子　　　親自身　　　　子供たち皆　国・社会　・日

図2－2　老親の扶養義務
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扶養すればよいとの志向が6割に達し，長子扶養義務を　　　居・別居の3大規定要因とみなすことができよう。

とるものは1割に満たない。この事実は，現在の3世代　　　　世代別の特性をみると，同居中の老親は各要因の影響

同居世帯のほとんどが長子同居であることを考えあわせ　　　度を全般的に低くとらえており，また「住居」よりもむ

る，,1つの問題を浮び上がらせることになる。即ち老　　　　　　しろ「親の健康」状態を最も影響度の高い要因と評価す

親は現在の同居相手である長子を当然の選択と受けと　　　る特色がみられ，彼らの心身の退行が同居・別居に大き

め・他方長子側は，そのことに大きな不合理を感じつつ　　　な影響を与えていることがわかる。また現在同居か別居

日々の同居生活を展開するξいった矛盾した意識構成が　　　かを問わず，子夫婦側はほとんどの要因に対して比較的

存在していることである。未婚の青年層については，親　　　強い影響度を認めているし，要因間の影響度評価の差も

の生活費負担は同居子負担とする志向と，子供の均等負　　　大きい。ただ同居中の子夫婦は「親の健康」に大きな影

担とする志向とに分解している。しかも若い世代である　　　響力を認めている点は，老親の反応とやや共通するもの

にもかかわらず，老親の生活保障に対して，国や社会の　　　がある。ところで同居・別居の選択が現実的課題になっ

負担義務を志向する傾向が極めて少ないことや，志向傾　　　ていない未婚の青年層は，男女共一般的に各要因に対し

向に性差のない点は彼らの大きな意識粋性として指摘さ　　　て，相当強い影響度を認あており要因間の評価差も小さ

れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い。特に現実の同居世帯がほとんど影響を与えないとみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ている「子の職業」状態に大きな影響度を認めており，

2－3　同居・別居の規定要因　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある意味では神経質な反応さえみられる。

　老親との同居や別居を規定する際に影響を与えるだろ　　　　このように，同居や別居の規定要因としての「住居」

うと想定される諸要因の位置づけについても，世代や立　　　　　のもつ影響力の大きさは，高齢化杜会での国民の住生活

場による類似性・相違性が認められる。　　　　　　　　　　　　　　が矛盾なく成立するためには，住宅水準や居住環境の整

3段階の採点評価法による諸要因群の影響度把握の結　　　備がいかに重要は課題であるかをいみじくも指摘してい

果をみると，概ね全ての世代にとって，「住居」は最も大　　　　　　　　るとみて良いだろう。

きな影響を与える要因として認識されている。即ち住宅　　　　　　またこの事実は，今日の住宅市場が，3世代同居に必

水準や住まいの状態はどんな立場の者にとっても，老親　　　　　要な住宅や居住環境を整えていないことを意味するだけ

との同居・別居を決めるうえでの最も大きな規定要因と　　　　　でなく，別居形態を選択する者にとっても，彼らの住生

して作用しているとみられる。また「住居」・「親の健　　　　　　　　活の展開に適した住居や居住環境が得にくい状態にある

康」・「子の経済力」の3要因は，別居中の子夫婦を除い　　　　　　　ことを示していると言えるだろう。

て常に上位に入る影響度の高い要因となっており，同

　　　　　　　　大いに影響する　　　　　　　　　　　　　大いに影響する　　　　　　　　　　　　　大いに影響する

100　　100
全く影響しない　　　　　　　　　影響する

＜3世代（老親）＞

大いに影響する

全く影響しない
　　　　＜3世代（子夫婦）＞

大いに影響する
　100

100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100
影響する　　全く影響しない

＜別居（子夫婦）＞
影響する

　1．住宅の広さ・設備　Z親の健康
凡　3．子の経済力　　　4子の職業
　5．親子の生活志向
例　6．親子の考え方のちがい
　7一親子の地理的距離

100 100

※各頂点の項目を選択肢とした場合の相
　対度数を，底辺をO鳴，頂点を100％
　として示したものである。

全く影響しない　　　　　　　　　影響する
　　　　＜未婚者（男子学生）＞

全く影響しない　　　　　　　　　影響する
　　　　＜未婚老（女子学生）〉

図2－3　同居・別居の規定要因
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第3章　高齢者の住生活の特性

　高齢化社会の住宅政策のねらいは，「器」としての「住

宅」の供給だけでなく，そこで展開される住生活をより

好ましいものとして実現しうる物的条件をいかにして整

理するのかということにもある。このため，前年度研究

に於いても，人間の高齢化現象が住生活領域にもたらす

変化や，同居・別居における住生活の実態を整理した。

その結果にいくつかの特徴的傾向が把握された。ただそ

のことを住宅政策や住宅計画の条件としてフィードバッ

クするためには，更に詳細な背景分析や客観化が残され

ていたのは既報の通りである。本章では高齢者の住生活

を「家族との交流」・「同居時の生活の共同と分離」・「高

齢者の住生活の統合・多機能化」・「居住地での隣人交流」

といった4つの視点から新たな考察を試みることとし

た。そしてその成果を第4章の今後の住宅政策及び高齢

者向けの住宅計画への確立のための視点として整理する

こととしている。

3－1　高齢考の家族生活の特性

（3世代同居の場合）今回の調査対象は，地方都市的特

性を有する居住者集団であったため，3世代同居家族は

長男との同居が多く，同居開始も結婚と同時という「長

男・生涯同居型」が中心となっている。ただ結婚後一時

期別居後同居を開始した「長男・途中同居型」も一定数

みられる。同居理由は，老親が夫婦健在か単身かといっ

た存在形態によって異なっているが，一般には「家督相

続」・「同居当然」論が強い。しかし老親の心身経済面の

弱体化が同居に結びつく場合も多い。一般に3世代同居

は，老親と子夫婦の両者のうち生活能力の高い方に弱い

方が併合されるケースが多い。また今回の対象の場合は

地方都市的特性を反映して，生活力に比較的安定度の高

い老親側に子夫婦が合流する傾向が強い。

　ところで3世代同居世帯において，老親側の家族とし

ての統合感をみると「全く1つの家族」・「だいたい1つ

の家族」といった認識が9割を占めており，統合感は概

して強いとみられる。ただ前年度調査でも明らかにされ

ている如く，同居世帯の統合感は同居期間の長短に強く

規定されており，同居の時間蓄積効果が大きいことを今

回も実証している。また3世代同居世帯で家族としての

統合感をより強く形成するためには，特定の住空間や住

生活行為を共同化・一体化することが重要であることも

改めて証明された。特に家族団らんの中核的行為となっ

ている「夕食」を共同化することは，そのプロセスはと

もかくとして，食べる行為の共有化によって，家族とし

ての連帯観が育くまれる重要な基盤となっていることを

示している。その意味では，3世代同居世帯における，

老親の居住空間と子夫婦の居住空間の別棟化は，統合感

　表3－1－1

（1）　3世代同居世帯

調査対象の家族条件・住宅条件

夫　　　婦 単　　　身
家族人．数 AV．6．1人 AV．5．1人

家族周期
第1孫6～11才・・31，1％　〃・12～14才・・18．9　〃　O～5才・・13．2第1孫6～11才・・246％　〃　15～17才・・13．O　〃　18才以上…i3．0

年　　　令 AV．飢2才 AV．66．8才
職　　　業’無’職…………679％無職…………66．7％

建康状態 普通…………670％非常に健康……274普通…………580％非常に健康………145

住宅の種類戸建持家…・…．、98．1％戸建持家………85．5％
部　屋　数 AV．8．6室 AV．Z4室

名　　　儀自分たち一・・…73．6子夫婦…………170自分たち………46．4％子夫婦…………377

（2）高齢者のみ世帯

夫 婦 単 身
年 齢 AV． 66．3才 A▽．66．7才
職 業 無職… ・90－O％無職・・ ・88，1％

健康状態 普通…………40．5％非常に健康……9．5普通……・…64．2％非常に健康・…・・26．0

住宅の種類戸建持家……83．3％戸建持家・ ・・83．7％
部　屋 数 A▽．4．6室 AV． 4．8室

【3世代同居世帯の場合】
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を低下させ次節で詳述するように，好ましい結果を与え

ておらず家族生活の面からは問題を提起している。

　ところで心身の衰えによって介護を必要とする状態の

到来することを，約8割の老親が予期している。またそ

の際の終末介護の依頼先として「子供」を希望する者が

圧倒的に多く，「自力」・「施設・病院」といった希望は少

ない。更にその子供として「現在同居中の子供」を指定

する者が6割に達しているものの，「それ以外の子供」を

指定する者が3割みられる。特に家族としての統合感の

低い老親は自己の要介護時の依頼先として，現同居相手

以外の子供への依存や，現在と異なる居住形態を志向す

る率の高い点は，住み方評価のうえで重要な問題を問い

かけていると言えよう。

　（高齢者のみ世帯の場合）高齢者のみ世帯の老親も約8

割の人が2人前後の別居子を有している。このため高齢

者のみ世帯で，別居すべき相手の存在しない全く孤立し

た層は比較的少ないと言えるだろう。ところで別居層の

別居申し出者をみると，「親子双方」の場合が最も多く，

ついで「子供から」申し出ているケースが多い。これに

対して「老親から」の申し出の少ない点が注目される。

別居理由を申し出別にみると「子供の職業」・「気が合わ

ない」といった不本意別居に該当する理由は，子供達か

ら別居を申し出ている層に多い。このことは，高齢者の

み世帯の中には，現状を，やむを得ず別居を強いられた

生活であると受けとめている層もかなり存在しているこ

とを示している。

　高齢者のみ世帯の老親と別居子との交流は，月に1

～2回または週に1～2回が多い。ただこの交流頻度は

別居子との地理的距離に規制され，近距離別居の方が当

然のこととして交流頻度が高い。また遠距離別居層が，

直接交流に代わる電話による交流を行っている率は低

く，結局，別居子との交流は，その手段の直接性・間接

性を問わず「近距離多交流」「遠距離疎交流」を招いてい

るとみられる。なお，将来別居子との同居を予定してい

る高齢者でさえ，その子が遠距離に居住している場合に

は交流は概して低調である。別居子との交流頻度は，家

族としての統合感や一体感に大きな影響を与えていると

言える。また高齢者のみ世帯で夫婦健在の方が，別居子

との統合感は強く，単身化した場合，緊急時の相手に別

居子を期待しながらも，統合感の低いことが注目される。

特に単身独居老人の遠距離別居は彼らの住生活を孤独な

状況に追いやっているものとみられる。

　将来，介護を必要とする状態の到来することを8割の

高齢者は予期しており，3世代同居の老人と類似した傾

向を示している。また，その時の介護依頼先として別居

子を指定する者が7．5割にも達している。この傾向は，将

来子供との同居を志向していると否とにかかわらず共通

して認められる特性である。とすれば将未の終末介護は
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別居子に依存しようとしながらも，現状は同居や交流を

望まないか，期待できないでいる高齢者の別居居住には，

家族生活上の大きな矛盾が含まれていると言える。

3－2　住生活の共同と分離

　前年度研究では，3世代同居世帯の住生活の中で，食

事行為，特に夕食の共同摂食が，家族の統合感や同居評

価に望ましい結果を与えていることが把握されている。

本年度研究では，食事行為の共同化を献立・調理・摂食

のプロセスに分解し，その共同・分離の特性と，それを

規定する背景要因の分析を試み，3世代の夕食の共同化

がもたらす意義に，新たな考察を加えることとした。

　（老人専用室について）ほぼ全ての者が老人専用室を保

有しており，子夫婦と同棟同居の者は，夫婦で6．5割，単

身で8割に達している。唯，別棟同居の老親の場合，そ

の半数以上は廊下で連続した別棟となっている。また老

人専用室の数は1室の者が夫婦で4割強，単身で6割強

である。唯，同棟同居では老人専用室は平均1．5室である

が，別棟化すると増加しはじめ，廊下結合型で1．9室，完

全別棟型で2．8室と上昇し住生活の分解を暗示している。

簡単な調理空間（K）を老人専用室に保有している者は，

夫婦で約2割強，単身で1．5割と比較的少ない。

（食事行為の共同と分離）家族だんらんの核として重要

な機能を有している夕食を，献立・調理・摂食のプロセ

ス別に把握すると，老親の食事は子夫婦と「同献立」・「子

夫婦側調理」・「同一摂食」といった傾向が強く，各プロ

セス段階での共同化率は6割強～8割強に達している。

存在形態別には，単身老親に共同化率はやや高率である。

全体としての食事行為は子夫婦依存型の「完全共同」が

半数に達しており，摂食段階の共同化は，他のプロセス

の共同化と強い相関を示している。食事プロセスが完全

に分離している老親は夫婦で1．7割，単身で0．6割である。

　食事形態別に選択理由をみると，共同化している層は，

「話ができて楽しい」からが最も多く，食事状態も約9

割の人達が「にぎやかである」と答え，そのことを「楽

しい」と肯定的に評価している。このことは，前年度調

査で仮説的に明らかにした如く，夕食行為が3世代同居

家族にとって極めて重視すべきコミュニケーションの基

盤になっていることを示しているとみてよいだろう。他

方，分離化している層は，理由として「時間の不一致」

だからといった外的要因が最も高い率を占め，本来的な

分離理由とみられる「献立の異質性」をあげる率は低い。

また食事の評価についても，肯定的評価の率は夫婦で6

割，単身で5．6割と相対的に低下し，「何も感じない」と

いった無関心層が大幅に増加している。またこうした食

事形態の決定者をみると，老親が夫婦にしろ単身にしろ，

「何となく自然に」といった慣習的成立が最も多く，次

いで老親が自分達で選択した老親主導の決定が，夫婦で
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2割強，単身で1．6割存在している。特に食事形態別に決

定者の関わり方に違いが大きく，食事の分離度が高まる

につれて決定への老親の自主的参加度が増加している。

また分離化している場合には，老親がその食事形式の選

択に自主的に参加していない場合に，食事行為の評価が

大幅に低下している事実は，住み方を考えるうえで留意

すべき課題を示唆していると言える。

（食事形態決定の要因）3世代同居世帯における食事行

為の共同や分離は，住宅条件に強く規定され，居住方式

に大きな影響を与えている。老人専用室数の増加や老人

室の別棟化といった空間的・物理的水準の向上は，ある

面では老親の居住水準の向上を意味するものである。し

かし同時にそうした状態は，3世代同居の住生活を変質

させ，食事の共同化を低下させる条件としても作用しか

ねない。即ち老人専用室の数が多くなり，棟が分離化す

ることは，献立・調理・摂食のいずれの過程においても

分離を促進している。また3世代同居世帯が，別棟形式

であっても，子夫婦側の住居と廊下で結合されている廊

下結合型別棟かそれとも完全別棟かでは，夕食形態が異

なっている。このことは，住生活空間としての同一性・

連続性が高いほど，言いかえれば不連続性が低いほどラ

食事行為は共同化率が高くなっていることを示してい

る。

　また，老親の存在形態別にみれば，夫婦の場合，共同

化率は5割強であるが，単身の場合は6．6割と増加してお

り，単身化が老親の生活の子夫婦側への包括化にっなが

る特性のあることが前年度調査同様明らかになった。

（夕食の共同分離と総合感）食事行為の共同・分離と家

族感が深くかかわること，また総合感の高低が同居のメ

リット評価を規定していることは，前年度研究で明らか

にした点である。今回の調査結果においてもその事実は

更に明確に確認されており，夕食の一連のプロセスをす

べて共同化している同居世帯では家族の総合感の高い層

が約7割に達しているが，夕食を完全な形で分離してい

る世帯では総合感の高い層は2割と大幅な低下を示して

いる。しかし，居住形態別に統合感の高低をみると，同

棟同居世帯で統合感の高い層は5．5割と高いが，別棟同居

でも統合感の高い層は5．5割存在している。このことか

ら，統合感の高低は単に住空間形式の共同分離よりも，

住生活行為の共同分離に多く規制を受けていることが指

摘できる。

　以上の住生活特性から1つには3世代同居における一老

人専用室数や，老人室の位置といった空間的・物理的条

件が，同居時の住生活の内容を大きく規定していること

が判明した。また，3世代同居をしながら，老親と子夫

婦の住生活行為を分離することは老親の孤立感をつのら

せ，家庭生活面での総合的なメリット評価を大きく低下

させることになっている。従って3世代同居世帯の老親
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親 子 子で話し合って何となく自然に不明
　　　　　　　　　　　自然に

図3－2－7　食事形態の決定考

不明
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と子夫婦が，家族としての一体感を形成し，同居の評価

を高めるうえで，夕食の共同摂食は重大な意味をもって

いることも判明した。これらの事実は好ましい3世代同

居のあり方に対して住空間の構成・住戸形式・住み方様

式といった面に，新しい視点を導入する必要性の高いこ

とを示していると言えるだろう。

　　　＜献　立＞
0　　　　　　　　　　50　　　　　　　　100％　O

＜調　理＞
　50

図3－2－8
決定者

　＜キッチソ＞
　保有率100％　　　0

　　　　不明
摂食形態別

＜摂　食＞
　50　　　　　　100％O

　　0　　　　　50　　　　100％

　親73，119，277

　　　落着げる　何も感　家族と
　　　　　　じない食ぺたい
　　　　　　　　と恩うこ
　　　　　　　　とカアる

図3－2－9　食事形’
決定考別評価（分離世一，．、†’

＜献立・調理・摂食タィプ＞
　　　　50　　　　　100％

1　室 。。％
67，0　　　22．7　　9．56．88．06，8　　　29．4

2　室 19－5 73，2　　　　　14．651，212．2　9，8　　　26．8

3室～ 48．5 48，512ユ　　36，4　　　33，315－　24，2　27．3

ω　老人専用室数別

11．6 67，8　　19－0　　10．54．5　9．9　4　　　　28．2

25，9

65．0

63，0　11，1　　　25．940，7　14．　　18，5　　　　26．O

（完全分離） 35，010D 50，0　　　　　　25，0　　　　　　　　　40，0　　　　　30．O

別々　献立により
　　別々 も親　　　別々

同部屋同部屋　異部屋　　異部屋
同時間異時問　　同時闇　　異時闇

完全共伺　完全共同　完全分離　その他
（子依存）（親依存）

12〕老人専用室の位置別

図3－2－10 夕食プロセスの規定要因

3－3　住生活の統合・多機能化

　高齢者の住生活様式の特色は，1つの居室空間の中に

多くの住生活の機能を持ち込む多機能的現象を呈してい

ることにある。ただこうした傾向は，住生活行為の純化・

統合化といった肯定的側面と，住生活の機能の基本的な

秩序立てを欠いた混乱化という否定的側面の2つの可能

性を有しているとみることができる。前年度研究で一般

的特性として把握した高齢者の住生活の多機能化特性を

ここでは詳細に整理し，彼らの好ましい住生活様式を確

立するための基準となるべき条件を考察した。

（3世代同居世帯の場合）最も日常的な住生活行為5種

－食事・就寝・娯楽・接客・その他一の老人専用室への

持ち込み率は，1室当りでみると室数の減少と共に増加

している。即ち老人専用室1室当りに持ち込まれている

住生活行為の種類を平均値でみると，老人室が1室の場

合，夫婦で2．5種類，単身で3種類に達し多機能化してい

る。そして2室では1．6種類，3室では1．3種類と順次減

少している。ただ持ち込まれる種類の総数は，老人専用

室の増加と共に増える傾向がみられる。このことから老

人専用室の増加が，3世代同居世帯においては高齢者の

住生活の個室化を促進させることになっていると思われ

る。また，老人専用室のTVの有無別に持ち込まれる生

活行為の種類をみると，TVを有している老人室の方が

住生活行為数は，平均1種類（3行為分）多くなってい

　　　　　　　　旭叱全く
　　　　　、1つ　　し別　別
図3－2－11夕食タイプ
別統合感

0　　　　　50　　　　

同棟　　　　　54，2　　

男1」杢束　　　　　　　 5，8　　　25．6　40

　　　く1だいた　だいた く　　つい1つい別別

図3－2－12老人室の
位置別統合感

【3世代同居世帯の場合】

表3－3－1　老人専用室でのもちこみ行為種類数

（％）
1． 2． 3． 4． 5．1種 計 もちこみ2種 3種 1室当りもち

4種 5種 総数俗のこみ数（AV）
夫婦 14．65ユ．214．6 7．312．2

1室 100．02．5 2．5
単身 7．319．536，6341 2．4100．O3．O 3．O

2　室 7．726．926．923．115．4100．O3．1 1．6
3　室 5．9 5．9 5．947．135．3100．O4IO 1．3

（種類数）

（夫婦）o（単身）1＼．＿．。、Vの有る部屋〉

　＼＼
．、、、、．’’’’・＜T　Vの無い部屋（1室当り）〉

　　　　　1　　　2　　　3　　　　（老人室の数）

図3－3－1　TVの有無別もちこみ生活行為の種
　　　　　　・類数（AV．）
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る。このように高齢者の住生活で，老親が自室内にTV

を持ち込むことは，その部屋に彼らの日常生活が集中し，

多機能化を一層促進させる条件になることが認められ

る。次に老人専用室数別持ち込み行為タイプをみると，

1室の場合，夫婦では「就寝＋娯楽」系行為の多機能化

　最も多い。ところが1室でも単身では「就寝＋娯楽＋

●系といった行為の多機能化が多くなってい乱ま

　2室・3室と老人専用室が増加すると，「就寝室」の単

機能化が少し進行している。老人専用室の位置別に多機

能化傾向をみると，同棟同居では専用室数が少ないこと

もあって，そこで就寝を中心に多機能型の住生活を展開

している。しかし別棟同居では，就寝機能の分解が進み

「就寝室」としての単機能化が進行している。ただ完全

別棟型になると，食・寝を共有化した多機能化も大幅に

増え，高齢者の住生活が1室で完結する傾向を生じさせ

る。老人専用室に持ち込まれる住生活行為の多機能化は，

室数や位置によって，行為の組合せ・量に違いがある。

しかし結果的には，行為の量的増加と食・寝機能の持ち

込みが，高齢者の日常の在室時間を大きく拘束すること

となり，多機能化した住生活を営む者程在室時間が長時

間化する傾向を示しており，高齢者の住生活の孤立化が

認められる。

（高齢者のみ世帯の場合）高齢者のみ世帯では，日中主

に過ごす部屋（即ち生活の拠点）が住生活機能の最も多

くが集中している部屋になっている者が7割強に達して

いる。この点は3世代同居の多機能が就寝室で展開され

るのとは異なる特性となっており，高齢者のみ世帯で就

寝室の分離がある程度進んでいることを示している。そ

の日中主に過ごす部屋での住生活行為の種類は，単身で

平均2．5種類，夫婦で平均2．3種類である。ところでその

部屋における住生活行為の種類の組み合わせ方をみる

と，「娯楽＋食事行為」を中心に多機能化する層と，「娯

楽＋非食事行為」を中心に多機能化する層とがほぼ4割

ずつに2分している。しかし高齢者の存在形態別にみる

と違いが認められる。即ち単身高齢者の場合には，「娯

楽＋食事」行為を中心に「就寝」機能を加えて多機能化

する者が3割弱に達し，相当数の高齢者が日中主に過す

部屋を，全ての生活の場として使用されていることがわか

る。これに対して夫婦の場合には，「娯楽＋就寝」や「娯

楽のみ」といった少機能の傾向がみられる。このことは，

夫婦の場合，居室占有面積が単身よりも拡大するため自

ずと多機能化に制約が生じたものと思われる、

　また高齢者のみ世帯の場合，夫婦であっても住生活の

同質化傾向は，若い核家族よりもかなり高いとみられる。

このため居室における行為の多機能化が直接的に住生活

の混乱や矛盾に結びつくとは言えない。このため，多機

能現象を評価する基準として，今回は日中主として過ご

す部屋で多機能化している行為の内，就寝と食事行為に

　　　　　　　0　　　　　　　　　　　50く老人専用室数別〉
1ゴ

2　　室

3　　室

100％

17．工 48．8i鱗 14．6

7．3 34－1：・．・．・、．・舳・、：：1顯；誕12．2

26．9 23．11l．511．5、23．1

23．5 41．25．9：：11’7．さ1

a b o d ea　　　　　　　　　　　　　　　　　d

〈老人専用室の位置別〉

　　同　　　　　棟　10．2

　　別棟（廊下で連続）

別棟（完全分離）　　　27，3

く老人専用室の数・位置別〉
∴1

イ1

50　　　　　　　　100％

・a7　2a・11：1顯1：a

27．31毫ユ：　　36－4

a　　　　　　　b　　　　　　d
0　　　　　　　　　　50　　　　　　　　100％

83 41．7 11灘 13．9

33．3 ・…煎1ll．1

15．4 38．515．4切 15．47．7

41，117．6111鱗 17．6

a b d e

凡　a．就寝のみ　　　　b、就寝十娯楽
例　d。就寝十娯楽十接客　e。就寝十食事十α

図3－3－2

b　　　　d

o。就寝十接客
f一専用室で就寝しない

老人専用室（就寝空間）での行為の
組合せタイプ

0　　　　　　　50　　　　　　100％

就寝のみ14，39．14，3　　　57．1

京t　司菱　　十　　理呉　楽　　　　　271　10．　　　　27，7　　　　　　34．O

就寝十接客　　　40，020，0　　40．O

就寝十娯楽十接客　　　　　45，2　19，4　22，612．
　　　　　　　　　　　　　　　d
就寝十食事十d　　　　44，4　　　33，3　22．2

b．

d．

凡　例
1日中ほと
んど
午前中又は
午後ずっと
夕食後ずっ
と
就寝時のみ

　　　　　　　　　a　　　　　　　　b　　　　　o

図3－3－3　老人専用室での行為タイプ別在室時間

【高齢者のみ世帯の場合】

　　　　　　　0　　　　　　50　　　　　100％

％
50

夫婦

単身

図3－3－4 目中主に過ごす部屋と最
多機能室との一致率

　○　　　　　　　凡．一・夫婦（AV．2．3）1＼
／　＼　　　　例o一一一〇単身（Av．2．5）！＼＼．

・　　　　　＼・＼、・

図3－3－5

　2　　　　3　　　　4　　　　5　種類

目中主に過二す部屋での行為の種類数
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限定して，高齢者の「食器の片づけ」・「床のしまつ」の

積極度から，統制型及び混乱型の分類基準を設定した。

この評価基準によると多機能化によって混乱が生じてい

るとみられる者は全体の1.5割程存在している。これらの

人を存在形態別にみると，単身の者が2割と高い。とこ

ろでこうした高齢者の住生活に特有の多機能化を「混乱」

に導く背景要因としては，「生活に対する規律性」の低さ

や「別居子との交流」の少なさ等が影響していることが

認められる。また属性的要因として「健康状態」が良好

でないことや，「年齢」が70歳以上であることが「統制」

型の多機能を維持するうえで阻害要因となっていること

も認められる。

　このように高齢者の住生活の多機能化はごく一般的な

住生活特性として指摘することができる。またその多機

能化の内容は，老人室の規模・位置等によって異なる状

況となって生じている。3世代同居世帯では，老人専用

室が単室の場合，同棟同居であれば多機能化を促進して

いるが，別棟同居ではむしろ老人専用室を就寝機能に単

機能化し他の機能を子夫婦側の空間に共同化させる結果

を招いている。ところが老人専用室数の増加は，同棟同

居の場合，行為の分散を促進し，少機能化させるが，別

棟同居では就寝機能の単一化と同時に，子夫婦から独立

した住生活空間の形成を招き，老人専用室での多機能化

を増加させる結果となっている。しかも老人室の多機能

化は，老親の孤立した閉鎖的住生活を結果的に展開させ

るという点で，家族生活や住生沽上の問題を提起してい

る。一方，高齢者のみ世帯では，住宅水準の上昇と多機

能化による住生活の「混乱」との直接的なかかわリの低

い点が特徴的である。勿論，年齢の上昇やそれにともな

う健康の衰えは，多機能化した老親の住生活を「混乱」

型の状態に変質させることは避けがたいとしても，別居

子との交流や日常の各種住生活の局面での対応姿勢にお

ける規律の確立が，住生活全体の積極化を招き，「統制」

型の1室多機能型住生活を実現することになっている。

こうした高齢者の住生活特性から，高齢者の住生活は，

食寝分離論に代表される通常の平面計画基準とは異なる

評価基準を設定することが必要であると言える。そして，

3世代同居にしろ別居にしろ，高齢者の住生活が「混乱一

や「矛盾」のない姿で展開できる空間と住み方の確立が

検討されねばならないだろう。

3－4　高齢者の居住地生活と隣人関係

　高齢者が，居住地コミュニティになじみにくいとされ

る最大の阻害条件は，居住地周辺に同年代の高齢者が存

在しないということにある。このため，今回の調査では，

高齢者と居住地における隣人関係のかかわりをこうした

視点から明らかにし，今後の居住地計画として配慮すべ

き課題を整理することとした。

夫　婦

単　身

ぺ＝基準行為
　（娯楽）

0　　　　　　　50　　　　　　100％

　　　　　　　　　d　　　　　e

凡　a．娯楽のみ　b．娯楽十就寝　c．娯 客十（就寝）
例　d．娯楽十食事十α　e．娯楽なし

図3－3－6

表3－3－2

混乱型

統制型

高　　い

目中主に過ごす部屋での行為の組合
せタイプ

日中主に過ごす部屋での多機能化の
分類

タ　イ　ブ

娯楽十就寝斗（接客〕
娯楽十食事
娯楽十食事十就寝

夕食後の食
器の片付げ
／

斧解

上記に属さないサツプルすべて

出現率
夫婦　　単

　％　　％
14，0　　

86，0　　7
囮餓・寝床の後始末がすぐに行なわれない 示す

　　50　　　100％　　0　　　50　　　100％

　　　　　　　毎　　日

低　　い　　　　　　　　　　　　　　それ以外

　　　　統制
‘1〕生活に対する規律牲

　　　0　　　　　50

～　64才

65～69才

70才～

混乱　　　　　　　統制　　　　　混乱

　　12〕別居子との交流状況

100％　　　　　　　0　　　　　　　　　　50　　　　　　　　100％

131年　齢

図3－3－7

　　　0

3　世　代

高齢者のみ

　　　　a　　　b

図3－4－1

表3－4－1

3　泄　代
高舳著のみ

1一つきあいは全くない
211
22，4

2．1人
5．7
8，5

混乱

非常に
健　　康

普　　通
病　　弱

　　　　　ω　健康状態

多機能現象が混乱化する背景要因

50　　　　　　100％

o　　　　d　　　　e

　a．いるかいないか
　　わからない凡　b．かなりいる
　o．少しいる例d．ほとんどいない
　e、不明

徒歩圏内にいる同年代層の認知程度

同年代層の親しい隣人の数（徒歩圏内）

　　　　　　　　　　　　　　　　〔島〕
2人
149
164

3人
177
15．2

5．4人
51
3，6

6．5人
12．6
10．3

7．6人一
12．6
12，7

8一異世ど’げつきあっている
4，O
36

o、不明
6，3
7．3

計
100．O
10αO

＾V一（人〕
26

2．5

同年代有曇泄代有同年代有・臭世代無徽 同年代無・異幽夫無

夫婦
　唄245 7 41 26

3世代
単身 4 蝸4 29 188

夫婦 ．1 358 41 η8高齢老の　　み

単身 190 50．0 24 214

図3－4－2 交際相手の年代パターン
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　高齢者の約8割近い人達が，自分の居住地周辺（徒歩

圏内）に同年代の人が住んでいることを認知しており，

その同年代存在率はかなり高い。（前年度調査は，対象が

大都市型であったのに対し，今回のそれが地方都市型対

象になったためと思われる）。このため近所で親しく接し

ている隣人の人数についても，同年代間のつきあいだけ

でも3世代同居世帯で平均2．6人，高齢者のみ世帯で平均

2．5人と前年度より多い。同年代異世代を問わず親しく接

している隣人が皆無の高齢者が2割存在しており，都市

高齢者に比べると低率とは言え，居住地において隣人網

から切り離された高齢者が，一定量存在することは注目

される。また，異世代の人とのつきあいは，同年代の人

とのつきあいが展開されてはじめて可能となり，同年代

の親しい隣人はいないが異世代の親しい人がいるとする

高齢者は，同居層・別居層とも0.5割程度しかみられない。

また居住地周辺での自分と同年代層の存在の認知程度に

よって親しい隣人の数は変化している。即ち，同年代層

の存在の認知度が高い人達程，同年代・異世代共に，親

しくしている隣人数が多くなっている。このことは高齢

者の隣人関係が同一年代層だけにクローズドされ，また

居住地の構成メンバーに対する認知の程度の高さに大き

く規定されていることを示している。特に高齢者のみ世

帯で単身化した高齢者の場合は，異世代との交流が低下

する特性が認められ，生活活動の縮少が生じている。

　居住地での隣人関係が成立するきっかけは，「近所」で

あったことを理由にするものが最も多く，次いで「趣味・

老人クラブ」でとするものが多い。このことは高齢者の

人的つながりが，自宅とコミュニティ施設の両端で接触

可能な人に限定され，点的要素で成立していることを示

し，限定された活動領域を基盤にしているとみられる。

また親しい隣人の皆無の高齢者はその理由として，「きっ

かけがない」「気の合う人がいない」等の要因を挙げてい

る。しかし，彼らは現在の居住地での隣人関係に対して

概して肯定的評価を与えており，「今のままでよい」と受

けとめている層が8割前後に達している。

　ところで，高齢者には居住地の近くでの親族の居住率

は比較的高いとみられる。例えば徒歩菌内に「子供」が

居住している率は，3世代同居世帯の場合約4割弱，高

齢者のみ世帯の場合で約4割強である。しかし，高齢者

の同居・別居といった住み分けと，子供の近接居住とは

必ずしも相関していないと言える。次いで「その他の親

族」「自分のきょうだい」が約2～3割の人に存在してい

るとみられる。また単身か夫婦かといった存在形態も，

同居地での親族の近接居住と必ずしも相関を有している

とは言えない。

　居住地周辺での親族近接居住と，親しい隣人の人数と

の間には一定の関わりが認められる。即ち，3世代同居

世帯，高齢者のみ世帯に関わらず，「きょうだい」や「親

＜親しい隣人が＞
全くいない層

全
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せき」が近接居住している場合は，老親の親しい隣人数

は増加している。このことは徒歩圏内の居住地内に「きょ

うだい」「その他の親族」といった親族の存在がある場合

には，その人達と接触することが必然的に老親の外出を

促進させ，そのことが老親を住まいの外に向かわせるこ

とへの抵抗感を緩和しているとみられる。従ってその結

果，老人コミュニティヘの参加の機会も高まり，同世代

間や異世代間の隣人との交際を可能にする契機を与える

ことにつながっているとみられる。

　老人専用室での在室時間は，隣人活動が活発な層ほど

短縮している。例えば親しい隣人が皆無の高齢者と，親

しい隣人が4人以上存在する高齢者との商には，平均在

室時間得点で1．5の開きが生じている。このことは，隣人

のいない理由として「近所以外にいる」と答えた高齢者

も含めて，近くに親しい人がいないことは，結果的には，

高齢者の生活をますます内向的孤立化したものに向かわ

せる要素になるものとみられる。

　こうした隣人関係にみられる特性は，高齢者にとって

居住地生活が好ましく成立するための条件として，日常

の徒歩圏内の居住地周辺に，同年代層の高齢者が一定量

存在していることが必要であることを示している。そし

てそれが好ましい状態で維持されるためには，その生活

圏内に親族網の一部も成立していることが望まれよう。

こうした人的条件に加えて，高齢者が参加しやすい老人

コミュニティ施設が準備されることによって，親密なつ

きあいの展開が本来的に可能になると思われる。そして

居住地の隣人関係はそのことを前提にして，異世代間へ

交流幅を拡大することも可能となるものとみられる。

3－5　住みかえと住生活の変化

　前年度の研究では都市部の高齢者の場合，彼らの住宅

水準は夫婦世帯と単身世帯とで，持家率に相当の開きが

生じていた。このことは多分，配偶者欠損という事態が

高齢者の住生活に，何らかのディメリット的影響を与え

る要因となって作用することを示唆していた。今回の研

究ではその事実を解明することが1つの目的であった

が，対象が非都市的要素をもち，全体的に居住水準が恵

まれていたため，配偶者欠損（単身化）による居住水準

の変化を十分には把握しえなかった。ただ高齢者の住宅

履歴や住生活の変化等においての問題点は新たに明らか

になった。

　高齢者の結婚後の住宅移動の履歴（住みかえ）をみる

と，3世代同居世帯では結婚以来同一住宅に居住してい

る定住層が夫婦で3．3割存在する。単身で2．2割とやや低

い。また住宅の住みかえにみる所有形態間の移動では，

借家から持家への上昇が最も多い。また平均住みかえ回

数は夫婦で2．4軒目，単身で2．7軒目となっている。そし

て，結婚時に借家に入居した者の8割は，持家に到達し

く親しい隣人が全くいない属〉
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ており，都市部とは異なる特性が認められる。更に3世

代同居世帯の同居時の住宅移動をみると，子夫婦側から

親の住宅への移動が，夫婦で6割，単身で5剤に達し，

逆に老親側から子夫婦の住宅への移動は極めて低率であ

り，住宅条件の面から言えば，3世代同居は老親に併合

され開始する傾向が強い。他方，高齢者のみ世帯では住

みかえの回数は夫婦で3．0軒目，単身で2．2軒目に達して

いる。またここでも結婚時に借家に入居した層の約7．6割

は持家化を果している。子供と別居する際の住宅決定に

ついては，子夫婦側が他所に住宅を求めて分離している

場合が多く，老親側から家を出て分離する例はほとんど

みられない。このことは，今回の対象の場合の如く，老

親側の居住水準が恵まれていると，同居・別居の選択は

当然のこととして老親の住宅を起点に展開することを示

しており興味深い。またそうしたことは，老親側の住宅

移動が様々の理由から困難性を有しており，今日の流動

化している住宅市場になじみにくい条件を有しているこ

とを示唆するものと言える。地域性もあろうか，全高齢

者の中で，過去の居住経験の中に，中高層集合住宅での

居住体験を有する者が1割にとどまっている点も，高層

化・集合化の中で対応を考えるうえで1つの問題点を提

起している。

　3世代同居の高齢者のうち，配偶者を欠損している人

達の平均離死別後の経過年数は12．4年に達している。し

かし実際の度数分布では10年未満の者が5．6割に達して

いる。ところで配偶者欠損によって老人室の広さや便利

さに変化のあったとする者は6割みられ，居住条件変化

にかなりの影響を与えていることがわかる。また家族と

の夕食行為の仕方に関しては，配偶者欠損によっても以

前の住生活との間には若干の変化が生じている。更に各

種の日常生活行為についても，3世代・高齢者のみ両者

の老親をみると配偶者欠損後「別居子や孫との交流」・

「近所づきあい」といった人的交流面には変化がないと

する者が多い。また変化があったとする行為の内容をみ

ると，「TVをみる時間」・「掃除・片づけの頻度」・「部屋

の使い方」といった，個人的要素の強い行為については

マイナス側の変化が生じており，生活の規律性が低下し

ているとみられる。ところが，「起床時間」・「食事時間」

といった個人的要素をもちながらも，家族としての共同

行動を求められるような行為については，3世代では単

身化した方が，むしろ規律正しくなったとするプラス側

の変化が多い。また「老人センター等の訪問回数」・「友

人や知人との交流」といった趣味・娯楽的要素の強い人

的交流について，単身化した後にむしろ増加し，親密に

なったとする者が多い。このことは，3世代同居世帯の

ように間偶者欠損による単身化は，住生活の一層の共同

化を促進する場合や，高齢者のみ世帯のように単身化が，

生活の時間的周期面の変化に影響を与えない場合もみら
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れる。他方身の周りの生活行為に対するメリハリといっ

た点では，かなりの自主性が増すこともあって，．逆にケ

ジメといったものを欠如させる現象が生じる可能性の高

いことを示している。そのことを短絡的に住生活の良悪

評価に結びつけることは避けたいが，配偶者欠損は，住

空間や住生活様式にかなりの変化を与えることは確かで

ある。従ってそうしたことが高齢者の住生活の質的低下

や陪性的生活の移行への引き金にならないような手段

を，これからの住み方の工夫として配慮することも必要

であると思われる。

第4章　高齢化社会の住宅政策の視点

　人口の構造の高齢化や核家族化の急速な進展は，私達

に従来の社会とは異なる住生活のあり方を求めてきてい

る。これまでの価値観からすれば，結婚した子夫婦と老

親との住み分け方の選択は，居住形態としての同居か別

居かだけを選択すればすむことであった。しかし今日の

社会のように個々の家族の住み方にみられる排他的個別

化の志向が進むなかでは，単に住み分け方の選択だけで

なく，そこでどのような住生活を展開することが必要な

のかといった住生活のあり方とも一体となって選択の内

容が問われることになると思われる。逆に言えば，高齢

化社会における高齢者の住み方は，同居か別居かといっ

た表面上の姿だけで，その良し悪しが評価されるもので

ないことに留意しなければならないだろう。そのことは，

老親と子夫婦の別居居住が必ずしも棄老的で悪い選択で

あるとは言えないのと同様に，伝統的居住形式である3

世代同居もまた，3世代同居であるが故に封建的で好ま

しくないといった評価は皮相的評価であることを意味し

ている。

　住宅政策の側からみて，重視しなければならない課題

は，むしろ同居だとか別居だとか言った住み方がもつ住

生活上の意味あいを明らかにすることと，その中で展開

される住生活が，1つの家族としての連帯性をもった生

活単位（私達がこの研究の中で統合感の高い家族と称し

てきたもの）を形成するのに寄与することである。言い

かえれば整備すべき物的条件や居住地の基盤，あるいは

実現のための手法がどのようなものであるかを整理する

ことにあると言えるだろう。この点からみれば，今日，

民間，公共を問わず，高齢者向けの住宅計画として試み

られている各種の計画や施策も，住宅プランの多様化や

医療・介護サービスの充実を形式的に追いすぎており，

家族生活全体を支える住生活の実現という点からみれ

ば，不十分な面を多く残したままである。もちろんその

限界は現行の住宅行政や福祉民生行政の制約の申では止

むを得ない面もあるかもしれないし，民間のコマーシャ

ルベースの視点に立てば，当然の結果なのであろう。し

　かし少なくとも今後の住宅政策が，高齢化社会の住宅需

要に有効に対応してゆくためには，その課題は看過する

　ことのできないものと思われる。

　　とにかく住宅政策に求められてえることは，住宅や居

住地条件の貧困さが，人々の老親との住み分け選択を制

約することのないように，そしてその選択された住み分

けが，高齢者とその家族にとって好ましい状態を実現で

　きるように，物的基盤や制度を早急に整えるそとである。

それでは，具体的に高齢化社会でどのような視点が，住

宅・住生活に問われるのかについて研究成果を基に以下

に整理を試みる。

　（住み方論の課題）まず第1に「住生活論」として捉え

れば，同居・別居を問わず，家族としての“統合感の形

成”に寄与する住生活様式を確立するための視点をもつ

ことであろう。そのためには，3世代同居世帯では，そ

のメリット評価を高めるらしい「夕食」を共同でとるこ

との重要性を，生活様式の中で個々の家族の条件に見

合った姿で実現する必要がある。家族としての一体感は，

場所・時間・行為の共有を基盤に成立しているが，コミュ

ニケーション効果の最も高いとみられる行為の共同化を

追求することが大切であろう。また別棟同居の場合も食

事を両世帯の交流軸上の最大あ共同行為として位置づけ

ることが必要であろう。また老親の専用室は，1室多機

能型生活による孤立化を回避するため，できる限り生活．

行為を子夫婦側の空間に共有化させる工夫が必要であ

る。また高齢者のみ世帯の住生活にあっては，可能な限

り居住地近辺の別居子との直接・間接の交流を促進する

ことを，老親と子夫婦側から追求してゆく努力が求めら

れる。とくに将来の同居及び終末介護を好ましい状態に

実現させようとすれば，統合感形成のための工夫が重視

される必要がある。第2に，「居住地生活論」として捉え

れぱ，同世代異世代を問わず，“隣人関係の充実”に寄与

する居住地生活の様式を追求する視点をもつことであ

る。高齢者のみ世帯の場合は，日常徒歩圏の居住地内に，

親族（主として別居子）が居住しており，交流の実現し

ていることが望ましい住み方として期待される。そうで

ない場合も，高齢者が居住地のコミュニティで隣人と親

密な交流を成立させることは，住居内の孤立的生活を防

止するうえで好ましい成果が得られる。このため居住地

周辺の高齢者向けコミュニティ施設の利用を前提とし

た，隣人交渉を積極的に哀開する働きかけが大切である。

そのことは同時に居住地内に同世代の高齢者が比較的多

く居住している地域社会の存在が必要なことを意味して

お干），同世代間の隣人交流を通して異世代間の隣人との

交流が成立するコミュニティ側の対応策も工夫される必

要があるだろう。

（施設整備の課題）次にこうした住生活の展開を可能に

するために整えられねばならない物的基盤の整備にかか
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わる視点を整理してみる。まず第1に「住宅計画領域」

で言えば“共同空間の拡充と多機能型生活の再構成”を

追求する視点が必要である。3世代同居世帯では，食事

の共同化が可能になるような広くゆとりのある“広い食

事室”の確保が不可欠の条件として取り上げられねばな

らない。また老人専用室での老人の弧立化を避け，就寝

分離を実現するためには，老人専用室の2室ミニマム化

がどうしても必要であるし，就寝室は8畳～6畳の水準

のものとして確保しなければならない。更に別棟同居を

選択する場合には，老親側との食事の共同化を，2棟を

接続する位置に「結合型ダイニング」（Joint　Dining）と

して設置することが効果的である。次に高齢者のみ世帯

の場合，食寝の分離と，多機能化の分節や別居子との交

流・介護のための余室としての「3K」をミニマムとし

て設定することが重要であろう。就寝室の水準は8畳

～6畳程度とし，それ以外の居室は6畳の水準として設

定されることが最小限必要である。更に，緊急時の介護・

支援のための直接連絡システムの設備が後述するエイジ

ド・コミュニティサービスに直結する型で設置されるこ

が望ましいだろう。第2に「居住地計画領域」でみれば，

“エイジド・コミュニティ”のための施設整備という視

点が必要である。まず老親と別居しながら近接居住して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる子供達との間に，直接連絡手段を有した「対住宅」

（Dyad-House）を成立させることが，別居子と老親との

交流を確立するうえでの有力な基盤となる。このことは

特殊な住宅の建設を必要とせず，日常徒歩圏内の居住地

にある2つの住宅を専用連絡システムで結合し，親子の

役割の対（dyad）を再生させるものである。また，居住

地内に同世代の高齢者を混在居住させ彼らの隣人交流の

活発化を実現するために，年齢階層の多様化を可能にす

る住宅建設が新規開発地では求められる。更に，居住地

の中で高齢者が外向的生活を積極的に展開するための下

地として高齢者向けのコミュニティ施設の建設や整備が

必要である。また，この高齢者向けのコミュニティをセ

ンターにして，同居・別居を問わず，高齢者に対する地

域医療・介護サービスの支援設備を，周辺の一般需要層

も対象に整備してゆくことが必要である。このことは，

別居老親が，近接居住している別居子に終末介護を依存

する傾向が強い中で，彼らの通い介護的対応に対する補

完機能としてのディステイ型・ショートステイ型の医療

サービス・福祉サービス施設機能の充実する必要性に対

応させるものとしても，効果的であると思われる。

！＜3世代同居世帯＞ ＜高齢者のみ世帯＞

Sleeping

　　＋

Recreation 十

reatment
　＋
S此Dnin
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十日
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単身
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図4－1 老人室の居室構成ミニマム
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図4－2 3世代同居世帯の平面構成
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図4－3　エイジド・コミュニティの構成

第5章　結　　論

　最後に以上の研究成果を整理し，これらの住宅政策の

課題としていくつか具体的な内容の提言を試みて結章に

かえたい。

（1）　「3世代向け住宅」の老人居室面積の別枠算定の採

用　3世代向け住宅の供給は，単に大型住宅の供給とい

う観点からでなく，老親用居住空間として加算すべきミ

ニマムを明確にすること，またその察の基準として2居

室の上積のせと食事の共同化を保障できる「広い食事室」

の面積的基準を設定すること。

（2）　「高齢者向け住宅」の独自な居住水準の採用　老人

の住生活の特性に基づいて，そのミニマムを3K型以上

とし，現行の平均居住水準を上廻る程度のものとして設

定すること。

（3）「親子同－居住地への優先住みかえ」制度の採用　老

親と子夫婦の同一コミュニティ内での近接居住を可能に

するため，少なくとも公的住宅間での同一居住地への優

先入居を認める制度運用や改善を検討すること。またこ

の同一コミュニティの中における別居子と独居老親の間

に，直接連絡システム（直通交流電話）を設置し「ダイ

アッド住宅」として機能させること。

（4）　「居住地の混合開発・再構成」の実施　居住地の年

齢構成の多様化を促進するため，住宅階層や住宅型の多

様なミックス・ディベロップメントを居住地の再開発・

環境整備の中で積極的に導入すること。またその際のコ

ミュニティの守備範囲を，高齢者の日常徒歩行動圏内に

おいて成立させること。

（5）　「エイジド・コミュニティ」の建設　高齢者を含む

居住地の一定の範囲の中に，老人コミュニティ施設と，

医療・福祉サービスのセンターを併合的に建設して，「エ

イジド・コミュニティセンター」として機能させること，

居住地内の高齢者を含む住宅は，全てこのコミュニティ

センターのサービスネットワークが受けとめることので

きる連絡システムを設置すること。

　以上の5点が，高齢化社会における住宅政策として前

章の視点から導き出される当面の課題例である。ただこ

うしたことが住宅政策として受けとめられるためには，

その前提として，老人のための社会保障としての医療や

年金制度の一層の拡充が求められることは当然のことで

ある。また住宅政策の基盤としても，最低居住水準が法

的拘束力をもって機能できていることが必要であること

も言うまでもない。

　それでもなお，高齢化会に向かって住宅や居住地の

あり方，更には住み方論までを含んで，住宅政策の課題

を論じねばならない根拠は以下の点にある。第1に，高

齢者は身心・経済・社会的能力において弱者であり，そ

の住生活を体系的に保障するには，公的支援をもってせ

ねばならないことにある。こうした課題が民間支援にな

じみにくいことにある。第2は，高齢化にともなう住宅・

居住地における施設の需要は，個別散在的に発生するこ

とにある。こうした分散的需要を一般の居住地づくりや

住宅供給の中に集約的に連動化させるには，公共性のあ

る計画の指導性が求められることにある。第3は，公共

機関は住生活や居住地活動のあり方面で，新しい規範を

確立してゆく先進的役割があるからである。即ち国民の

これからの高齢化した社会での住生活への啓蒙や社会教

育的意味合いをもたせることにある。

　このように内容的に他方面に関わりをもつこれからの

住宅政策を実施してゆくためには，現行の行政領域の垣

根を大胆に超え，連動的な政策の実施体制（行政の総合

的運用）を追求してゆくことも，きわめて現実的問題と

して浮上してきていることを最後に明記しておきたい。
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